
太田市建築基準法施行細則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

令和７年６月３０日 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信 

 

太田市規則第８５号 

 

太田市建築基準法施行細則の一部を改正する規則 

太田市建築基準法施行細則（平成１７年太田市規則第２１４号）の

一部を次のように改正する。 

第３条第１項中第３号を削り、第４号を第３号とし、同条第２項中

「（第３号を除く。）」を削る。 

第１０条の見出し中「時期」を「時期等」に改め、同条に次の４項

を加える。 

２ 建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の

項目、方法及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件（平成

２０年国土交通省告示第２８２号）第２の規定により市長が付加す

る定期調査等（法第１２条第１項に規定する調査に限る。）の調査項

目等は、次の表のとおりとする。 

  （い）調査項目 （ろ）調査方

法 

（は）判定基

準 

１ 建築物の

内部 

(1) 居室の換気 換気設備の作

動の状況 

各階の主要な

換気設備の作

動を確認す

る。 

換気設備が作

動しないこ

と。 

(2)  換気の妨げと

なる物品の放

目視又はこれ

に類する方法

換気の妨げと

なる物品が放



置の状況 （以下この表

において「目

視等」とい

う。）により確

認する。 

置されている

こと。 

 (3) 各階の主要な常時閉鎖した状

態にある防火扉（以下この表

において「常閉防火扉」とい

う。） 

閉鎖又は作動

の障害となる

物品の放置並

びに照明器具

及び懸垂物等

の状況 

目視等により

確認する。 

物品が放置さ

れていること

等により扉の

閉鎖又は作動

に支障がある

こと。 

 (4)  扉の取付けの

状況 

目視等又は触

診により確認

する。 

取付けが堅固

でないこと。 

 (5)  扉、枠及び金

物の劣化及び

損傷の状況 

目視等により

確認する。 

変形、損傷又

は著しい腐食

により遮炎性

能又は遮煙性

能に支障があ

ること。 

 (6)  固定の状況 目視等により

確認する。 

扉が開放状態

に固定されて

いること。 

 (7)  常閉防火扉の

うち人の通行

の用に供する

部分に設ける

扉 

作動の状況 扉の閉鎖時間

をストップウ

ォッチ等によ

り測定し、扉

の質量により

運動エネルギ

ーを確認する

とともに、必

要に応じてプ

ッシュプルゲ 

昭和４８年建

設省告示第２

５６３号第１

第１号の規定

に適合しない

こと。 



     ージ等により

閉鎖力を測定

する。ただ

し、３年以内

に実施した点

検の記録があ

る場合にあっ

ては、当該記

録により確認

することをも

って足りる。 

 

２ 避難施設

等 

(1) 階段 特別避難階段 階段室又は付

室の排煙設備

の作動の状況 

各階の主要な

排煙設備の作

動を確認す

る。 

排煙設備が作

動しないこ

と。 

 (2) 排煙設備等 防煙壁 可動式防煙壁

の作動の状況 

各階の主要な

可動式防煙壁

の作動を確認

する。 

可動式防煙壁

が作動しない

こと。 

 (3)  排煙設備 排煙設備の作

動の状況 

各階の主要な

排煙設備の作

動を確認す

る。 

排煙設備が作

動しないこ

と。 

 (4) その他の設備

等 

非常用エレベ

ーター 

乗降ロビー等

の排煙設備の

作動の状況 

各階の主要な

排煙設備の作

動を確認す

る。 

排煙設備が作

動しないこ

と。 

 (5)   非常用エレベ

ーターの作動

の状況 

非常用エレベ

ーターの作動

を確認する。 

非常用エレベ

ーターが作動

しないこと。 

 (6)  非常用の照明

装置 

非常用の照明

装置の作動の

状況 

各階の主要な

非常用の照明

装置の作動を

非常用の照明

装置が作動し

ないこと。 



確認する。 

 

 (7)  照明の妨げと

なる物品の放

置の状況 

目視により確

認する。 

照明の妨げと

なる物品が放

置されている

こと。 

３ 法第１２条第１項の規定による報告の対象となる建築物（以下「報

告対象建築物」という。）の所有者等（所有者と管理者が異なる場合

においては、管理者。以下同じ。）は、当該報告対象建築物が除却、

滅失、休止（第１項に規定するそれぞれの報告の時期の最初の日前

から当該報告の時期の最後の日後まで休止する場合に限る。）、変更

その他の事由により報告対象建築物に該当しなくなった場合は、速

やかに定期調査報告対象建築物に該当しなくなった旨の届出書（様

式第９号）２部を市長に提出しなければならない。 

４ 報告対象建築物の所有者等は、前項の規定により届出をした建築

物（除却又は滅失したものを除く。）が使用開始、変更その他の事由

により報告対象建築物となる場合は、当該報告対象建築物の使用を

開始する日の７日前までに、定期調査報告対象建築物届（様式第９

号の２）２部に省令第５条第３項の規定による報告書を添えて、市

長に提出しなければならない。ただし、市長が正当な理由があると

認めるときは、当該報告書の添付を省略することができる。 

５ 前項の規定により市長に提出する報告書に係る報告対象建築物の

調査は、報告対象建築物の使用を開始する日前３月以内に行わなけ

ればならない。 

第１１条の見出し中「時期」を「時期等」に改め、同条に次の３項

を加える。 

２ 法第１２条第３項の規定による報告の対象となる特定建築設備等

又は法第８８条第１項において準用する法第１２条第３項の規定

による報告の対象となる令第１３８条第２項各号に掲げる工作物



（以下これらを「報告対象特定建築設備等」という。）の所有者等は、

当該報告対象特定建築設備等が除却、滅失、休止（前項各号に規定

するそれぞれの報告の時期の最初の日前から当該報告の時期の最

後の日後まで休止する場合に限る。）、変更その他の事由により報告

対象特定建築設備等に該当しなくなった場合は、速やかに定期検査

報告対象特定建築設備等に該当しなくなった旨の届出書（様式第９

号の３）２部を市長に提出しなければならない。 

３ 報告対象特定建築設備等の所有者等は、前項の規定により届出を

した特定建築設備等又は工作物（除却し、又は滅失したものを除く。）

が使用開始その他の事由により報告対象特定建築設備等となる場

合は、当該報告対象特定建築設備等の使用を再開する日の７日前ま

でに、定期検査報告対象特定建築設備等届（様式第９号の４）２部

に省令第６条第３項又は第６条の２の２第３項に規定する報告書

を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、市長が正当な

理由があると認めるときは、当該報告書の添付を省略することがで

きる。 

４ 前項の規定による報告書の提出に係る報告対象特定建築設備等の

検査は、当該報告対象特定建築設備等の使用を再開する日前３月以

内に行わなければならない。 

第２３条第２項中「書類のほか、第３条第１項第３号に掲げる図書

を添えて」を「書類を」に改める。 

様式第４号を次のように改める。 

様式第４号 削除 

様式第９号を次のように改める。 

  



様式9号(第10条関係) 

定期調査報告対象建築物に該当しなくなった旨の届出書 

年  月  日  

 (宛先)太田市長 

 定期調査報告の対象となっていた次の建築物は、以下の事由により当該報告の対象とな

らなくなったので、太田市建築基準法施行細則第10条第3項の規定により届け出ます。 

届出者 住 所             

氏 名             

電話番号            

1 所有者の住所氏名 電話番号      

2 管理者の住所氏名 電話番号      

３ 

敷
地
等
の
概
要 

(1) 所在地   

(2) 建築物名称   

(3) 主要用途   

(4) 敷地面積   

(5) 延べ面積   

(6) 建築物の数   

４ 

建

築

物

の

概

要 

(1) 用途 
  (報告の対象とならなくなった後の用途    ) 

(2) 構造 
  (報告の対象とならなくなった後の構造    ) 

(3) 階数 

地階を除く階数    地階の階数 

 (報告の対象とならなくなった後の階数 

 地階を除く階数  地階の階数  ) 

(4) 延べ面積 
(報告の対象とならなくなった後の延べ面積     ) 

(5) 確認済証交付者及び

交付年月日並びに番号 
年   月   日 第      号 

(6) 検査済証交付者及び

交付年月日並びに番号 
年   月   日 第      号 

(7) 前回の報告年月日 年   月   日 

(8) 報告の対象とならな

くなった年月日 
年   月   日 

(9) 報告の対象とならな

くなった事由 
  

※   受 付 欄   

注1 確認済証及び検査済証の交付年月日及び番号は、最後に交付を受けたものについて記

入してください。 

注2 前回の報告年月日とは、最後に行った建築基準法第12条第1項の規定による報告の年

月日を指します。 

注3 定期調査報告の対象とならなくなった事由に係る図書(除却、休止、変更等の位置を

明記したもの)を添付してください。 



様式第９号の次に次の３様式を加える。 

  



様式第9号の2 (第10条関係) 

定期調査報告対象建築物届 

年  月  日  

 (宛先)太田市長 

 定期調査報告の対象となっていなかった次の建築物は、以下の事由により当該報告の対

象となるので、太田市建築基準法施行細則第10条第4項の規定により届け出ます。 

届出者 住 所             

氏 名             

電話番号            

1 所有者の住所氏名 電話番号        

2 管理者の住所氏名 電話番号        

３ 

敷
地
等
の
概
要 

(1) 所在地   

(2) 建築物名称   

(3) 主要用途   

(4) 敷地面積   

(5) 延べ面積   

(6) 建築物の数   

４ 

建

築

物

の

概

要 

(1) 用途   

(2) 構造   

(3) 階数 地階を除く階数     地階の階数 

(4) 延べ面積   

(5) 確認済証交付者

及び交付年月日並

びに番号 

     年   月   日  第       号 

(6) 検査済証交付者

及び交付年月日並

びに番号 

     年   月   日  第       号 

(7) 第 1 0条 第 3項

の規定による届出

年月日 

     年   月   日 

(8) 報告の対象とな

る年月日 
     年   月   日 

(9) 報告の対象とな

る事由 
  

※
受
付
欄 

  

注1 確認済証及び検査済証の交付年月日及び番号は、最後に交付を受けたものについて記

入してください。 

注2 建築基準法施行規則第5条第3項の規定による報告書を添付してください。 



様式第9号の3 (第11条関係) 

定期検査報告対象特定建築設備等に該当しなくなった旨の届出書 

年  月  日  

 (宛先)太田市長 

 定期検査報告の対象となっていた次の特定建築設備等又は工作物は、以下の事由により

当該報告の対象とならなくなったので、太田市建築基準法施行細則第11条第2項の規定によ

り届け出ます。 

届出者 住 所             

氏 名             

電話番号            

1 所有者の

住所氏名 

電話番号      

2 管理者の

住所氏名 

電話番号      

3 敷地及び

建築物等の

概要 

(1) 所在地   

(2) 建築物名称   

(3) 用途   

(4) 階数 地階を除く階数     地階の階数 

(5) 延べ面積   

4 特定建築

設備等又は

工作物の概

要 

(1) 種類   

(2) 用途   

(3) 積載量・定員   

(4) 定格速度   

(5) 整理番号   

(6) 確認済証交付者及び

交付年月日並びに番号 
年   月   日 第   号 

(7) 検査済証交付者及び

交付年月日並びに番号 
年   月   日 第   号 

(8) 前回の報告年月日 年   月   日 

(9) 報告の対象とならな

くなった年月日 
年   月   日 

(10) 報告の対象となら

なくなった事由 
  

※受 付 欄   

注1 確認済証及び検査済証の交付年月日及び番号は、最後に交付を受けたものについて記

入してください。 

注2 前回の報告年月日とは、最後に行った建築基準法第12条第3項の規定による報告の年

月日を指します。 

注3 特定建築設備等又は工作物の概要(5)の整理番号は、同一の建築物又は工作物に複数

の特定建築設備等又は工作物がある場合において、当該特定建築設備等又は工作物を特

定するために付す番号とします。 

注4 定期検査報告の対象とならなくなった事由に係る図書(除却、休止の位置を明記した

もの)を添付してください。 

注5 特定建築設備等又は工作物の概要の(2)から(5)までの欄は、届出の対象が昇降機の場

合のみ記入してください。 



様式第9号の4 (第11条関係) 

定期検査報告対象特定建築設備等届 

年  月  日  

 (宛先)太田市長 

 

 定期検査報告の対象となっていなかった次の特定建築設備等又は工作物は、以下の事由

により当該報告の対象となるので、太田市建築基準法施行細則第11条第3項の規定により届

け出ます。 

届出者 住 所             

氏 名             

電話番号            

1 所有者の住

所氏名 

電話番号    

2 管理者の住

所氏名 

電話番号    

3 敷地及び建

築物等の概要 

(1) 所在地   

(2) 建築物名称   

(3) 用途   

(4) 階数 地階を除く階数     地階の階数 

(5) 延べ面積   

4 特定建築設

備等又は工作

物の概要 

(1) 種類   

(2) 用途   

(3) 積載量・定員   

(4) 定格速度   

(5) 整理番号   

(6) 確認済証交付者及び

交付年月日並びに番号 
  年   月   日 第    号 

(7) 検査済証交付者及び

交付年月日並びに番号 
  年   月   日 第    号 

(8) 第 11条第 2項の規

定による届出年月日 
年   月   日 

(9) 報告の対象となる年

月日 
年   月   日 

(10) 報告の対象となる

事由 
  

※ 受 付 欄   

注1 特定建築設備等又は工作物の概要(5)の整理番号は、同一の建築物又は工作物に複数

の特定建築設備等又は工作物がある場合において、当該特定建築設備等又は工作物を特

定するために付す番号とします。 

注2 確認済証及び検査済証交付年月日並びに番号は、最後に交付を受けたものについて記

入してください。 

注3 建築基準法施行規則第6条第3項又は第6条の2の2第3項の規定による報告書を添付し

てください。 

注4 特定建築設備等又は工作物の概要の(2)から(5)までの欄は、届出の対象が昇降機の場

合のみ記入してください。 



附 則 

この規則は、令和７年７月１日から施行する。 


